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く問題と目的＞

能力成果主義、多様な雇用形態、転職率の増加など、現在の職場においては働き方に大きな

変化が生じている。このような時代背景において、有能な人材を育成し、いかに能力を開発し

ていくかという点で、組織的観点から語られることの多かったキャリアという概念が、仕事を

通じていかに自己を成長、発達させていくかという、働く個人の観点からも注目されるように

なってきている。

キャリア発達に関する理論には、Super（1980）に代表されるように、職業生活のみならず、

人生全体のなかでの人間発達を扱ったものもある。それに対して、Schein（1978）はキャリア

を組織の個人の相互作用としてとらえ、組織内でのキャリア発達を理論化しており、９つの段

階が見出されている（１.成長・空想・探索期、２.仕事世界へのエントリー期、３.基礎訓練期、

４.キャリア初期、５.キャリア中期、６.キャリア中期の危機、７.a非指導者役にあるキャリア

後期、ｂ,指導者役にあるキャリア後期、８．衰えおよび離脱、９.引退)。

就労前の学生を対象としたキャリアに関する尺度は、下山（1986）の職業未決定尺度、坂柳

(1996）のキャリアレデイネス尺度、矢崎・金井（2005）のキャリア・パースペクティブ尺度、

中込・塩川・斎藤・角山（2009）のキャリア成熟尺度など、これまでに数多く開発されている

が、社会人を対象とした、職業生活における心理的成熟を測る尺度は少ない。そこで本研究で

は、企業組織に勤める個人のキャリア発達の到達度の測定、診断を目的としたキャリア発達尺

度の作成を試みる。この尺度を用いれば、個人のキャリア形成の指針ともなり、マネジメント

の立場からも、人的資源管理の参考資料としての活用が可能である。

Schein（1978）のキャリア発達理論は上述の通り、成長・空想・探索から始まり、衰えおよ

び離脱まで続くが、本研究で開発する尺度の対象となるのは、学校卒業後で在職中の従業員で

あるため、初期から後期までを検討の対象とする。その際、各段階の操作的定義として、キャ

リア中期と後期の得点の高低を組み合わ
Tablelキャリア発達の各段階への分類

せることによって、キャリア初期、中期、

後期得点後期に分類ができるのではないかと考え

た（ T a blel参照)。そこで本研究では、低高

Schem（1978）の理論をもとにキャリア
低初期（非定型）

中期および後期の尺度を作成し、その信中期得点

頼’性・妥当性を検討することを目的とす 高中期後期

る。

なお、妥当性の検証については、職務従事経験年数、職位、キャリア中期の危機の克服度と

の関連について検討する。キャリア中期の危機とは、当初の自分の夢や野心と比較して、今の

現実や将来の可能性があまりにもかけ離れたものになってしまったという認識から生じる否定
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的な感情経験である（若林,2006)。この状態を克服することで、キャリア中期から後期への発

達が促進されると考えられる。また、心理的な発達を測定するという観点から考えると、キャ

リア発達は、職務従事経験年数よりも、職位や中期の危機に規定されていることが予測される。

く方法＞

対象者大手企業Ａ社の労働組合に所属する組合員2737名（男性2449名、女性278名、無回

答１０名）を対象とした。平均年齢は33.16歳（SD=7.97）である。調査の実施は2002年２月であ

った。

質問項目Schein（1978）に示されている、中期、後期における課題をもとに項目を作成し

た。田中・山下・八木（2000）の項目表現を参考にしつつ、産業組織心理学を専門とする研究

者４名で改めてワーデイングを検討した。その際、直訳するのではなく、その概念を意味して

いるものが何かを吟味しつつ、社会的望ましさの影響を受けやすい表現は極力避けるように配

慮した。その上で、予備調査を実施し、平均値が高すぎるもの、あるいは低すぎるものや、文

章表現が難解であったり、冗長であったりしたものなどを再度検討し、最終的に、中期11項目、

後期10項目を選定した（Table２参照。「１.そう思わない」～「５.そう思う」の５件法)。なお、

後期の項目は30歳以上の対象者のみに回答を求めている。これはキャリア後期に属する個人が

Table２キャリア発達尺度の各項目

く中期＞

１．会社の中で自分が存在する意味は十分にある

２．仕事について、自分なりに長期的計画を立てている

３．自分の考えや計画に基づいて、自立的に仕事をするようになった

４．会社の中で私はかけがえのない存在である

５．周りの評価にとらわれず、仕事に関して自分なりに判断する基準を持つようになった

６．自分自身の仕事に関する意思決定には自信をもつようになった

７．仕事の成果や実行能力について、自他ともに認められている

８．どのような仕事がキャリアを向上させる機会となるのかを深く分析できている

９．職業生活の中での自分の可能性をよく理解している

１０.助言や支援を全面的に受け入れるというのではなく、自分なりの考えをもつようになった

１１.重要な役割や地位が与えられなくても、それに対して冷静に対処している

く後期＞

１．全体的な管理者として、関係者の仕事を統合し、広く影響を及ぼしている

２．「血気盛んな」若手をうまく導いている

３．「この分野では誰にも負けない」と自負できる経験と実務能力がある

４．部下や同僚に的確な助言を与え、その結果に責任がとれる

５．自分の部署をこえる、より広範な責任を任されても、それを十分に果たすことができる

６．管理職としての役割を任されても、それを十分に果たすことができる

７．これまでのキャリアと経験を生かして、会社の発展に貢献している

８．幅広く、長期的な展望をもって、社会における会社の役割を現実的･客観的に評価している

９．有望な部下を選抜し、適切な人材開発を行っている

１０.中堅・若手社員への指導を通じて、会社の長期的繁栄に十分貢献できている
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必ずしも30歳以上に限定されることを意味するものではない。しかし、項目に「後輩」「若手」

という表現が含まれていることや、この発達段階に到達していない個人が、項目に示された内

容や状況を正しく理解できないまま回答してしまう可能性があることから、このような限定を

行った。

次に、危機の克服度を測定するために、「自分の生活全体の中での仕事の重要性について悩

んでいたが、今ではとても満足している」（「１.そう思わない」～「５.そう思う」の５件法）

という項目に回答を求めた。また、職務従事経験年数として「学校卒業後の通算就労年数（実

数。６カ月未満は切り捨て)｣、職位として「等級（対象組織における１５段階の等級。選択肢の

数字が高いほど職位も高い)」についても回答を求めた。

＜結果＞

信頼性の検討尺度の内的整合性を検討するために、中期尺度１１項目、後期尺度１０項目のα

係数をそれぞれ算出した。その結果、中期尺度（α＝.87)、後期尺度（α＝､89）ともに十分に

高い値が得られたので、それぞれの項目得点を合成したものを尺度得点とした。

妥当性の検討Tablelをもとに、中期得点の高低、後期得点の高低を組み合わせて、初期、

中期、後期に分類した。なお、分類にあたっては、尺度得点の中点（中期33点、後期30点）以

上を高群、中点未満を低群とした。その結果、各分類に含まれる人数は、初期178名（全体の

19.80％)、中期200名（22.25％)、後期480名（53.39％)、非定型（中期低・後期高）４１名

(4.56％）であった。

次に、初期、中期、後期の３群を、職務従事経験年数、等級、危機の克服度から予測すると

いう重判別分析を行った。その結果、第１番目、第２番目の正準相関係数が有意となった（そ

れぞれ.41,ｐ<,００１，．１０，ｐ<､01)。判別関数係数と、グループ重心の関数をTable３，Table4に

示す。判別的中率は50.4％であった。２つの表を合わせて解釈すると、第１番目の正準相関は等

級、危機の克服度がプラス、初期および Table３標準化された正準判別関数係数

中期がマイナス、後期がプラスの方向に
’２

なっており、等級が高かったり、危機を
職務従事経験年数一.0４、４５

克服していたりするほど、初期、中期よ
等級、6１一.８４

りも、後期になりやすいといえる。また、
危機の克服度．8６．４４

第２番目の正準相関はそれほど高い相関

ではないが、職務従事経験年数、危機の
Table４グループ重心の関数

克服度が中程度のプラス、等級が高いマ
１２

イナスとなっており、初期がマイナス、
初期一.7２－．１１

中期がプラスとなっていることから、職
中期一.2３．１８

務従事経験年数が長く、危機を克服して
後 期 、 3 ７ － ． ０ ３

いるほど、また等級が低いほど、初期よ

りも中期になりやすいといえる。

く考察＞

本研究の結果より、α係数の値から十分な信頼性が確認された。また、キャリア中期と後期
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の組み合わせで、非定型（中期低・後期高）に分類される対象者が相対的に少なかったことは、

中期の課題達成が後期の課題達成の前提条件（レディネス）となる、換言すれば発達の順序性

を示しており、この点において構成概念妥当性の一部が確認されたといえる。また、基準関連

妥当性についても、第１番目の正準相関で示されたとおり、判別分析の結果から、職務従事経

験年数よりも等級、さらには危機の克服度が強く影響していることから、心理的な発達の側面

を測定していることが示唆されたといえる。

しかしその一方で、第2番目の正準相関では、それほど強い関連性ではないものの、等級が

高いほど中期よりも初期にとどまる可能性が示唆された。ただ、職務従事経験年数が長かった

り、危機を克服したりしているほど、初期よりも中期になりやすいことから、経験が浅いうち

に等級が上がった場合に、その等級での仕事に十分対応することができず、キャリア発達とし

ては初期にとどまる可能性があることを示しているのかもしれない。これについては今後も検

討が必要である。

今後の妥当性検討には、周囲の他者からの評価や、当該組織における個人のパフォーマンス

なども指標に含めて検討していくべきであろう。また、今回開発した尺度は、ホワイトカラー

の従業員を前提とするような項目があり、対象者も男性に偏っているので、今後はブルーカラ

ーや、女性のキャリア発達についても検討を進めていきたい。
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